




済危機が起こった 1997年の 24.7％ から，2002年
に 32.0％，リーマンショック前年の 2007年には
35.6％と上昇し，直近の2011年には役員を除く雇

















years.Thepercentageofnon-regular employmentroseto 35.2％ in 2011.Largewage





















































































正規（A） 非正規（B） 正規 非正規（C） B／A C／A
1時間当たり賃金
男性 2,034 1,331 1,447 1,076 65.4 52.9
女性 1,508 1,063 1,243 980 70.5 65.0
男女間賃金格差（男性＝100） 74.1 79.9 85.9 91.1 － －
常用労働者の構成
男性 100.0 80.7 8.6 0.5 10.2 － －














































正 社 員 100.0 0.2 14.3 36.6 25.5 13.6 9.0 0.9 14.5
男 100.0 0.0 6.3 33.5 30.7 17.0 11.7 0.8 6.3
女 100.0 0.6 34.3 44.2 12.4 5.1 2.2 1.2 34.9
前回［平成 19年］ ［100.0］ ［ 0.2］ ［11.8］ ［39.0］ ［25.5］ ［13.8］ ［ 8.5］ ［1.2］ ［12.0］
正社員以外の労働者 100.0 35.4 43.3 12.2 4.1 1.8 2.2 0.9 78.8
男 100.0 17.9 41.2 21.7 9.5 3.9 5.1 0.7 59.1
女 100.0 45.7 44.6 6.7 0.9 0.6 0.5 1.0 90.3
前回［平成 19年］ ［100.0］ ［40.5］ ［37.4］ ［14.2］ ［ 3.9］ ［ 1.9］ ［ 1.4］ ［0.6］ ［77.9］
契 約 社 員 100.0 5.3 44.6 31.8 10.9 3.1 3.6 0.7 49.9
嘱 託 社 員 100.0 4.7 42.9 33.3 10.4 4.8 3.0 0.9 47.6
出 向 社 員 100.0 0.8 8.5 19.0 26.3 18.8 25.3 1.2 9.4
派 遣 労 働 者 100.0 10.8 44.7 34.9 6.4 1.4 0.8 1.0 55.5
登 録 型 100.0 12.2 48.9 31.7 4.4 0.7 0.5 1.5 61.2
常 用 雇 用 型 100.0 9.2 39.8 38.5 8.7 2.2 1.2 0.4 49.0
臨 時 的 雇 用 者 100.0 61.0 22.9 10.6 0.9 3.7 0.1 0.9 83.9
パートタイム労働者 100.0 51.2 42.8 3.0 0.9 0.3 1.0 0.8 94.0






















































世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 ％ ％ ％ ％ ％
平成12 750,181 341,196 63,126 214,136 76,484 55,240 100.0 45.5 8.4 28.5 10.2 7.4
13 803,993 370,049 68,460 222,035 81,519 61,930 100.0 46.0 8.5 27.6 10.1 7.7
14 869,637 402,835 75,097 231,963 87,339 72,403 100.0 46.3 8.6 26.7 10.0 8.3
15 939,733 435,804 82,216 241,489 95,283 84,941 100.0 46.4 8.7 25.7 10.1 9.0
16 997,149 465,680 87,478 247,426 102,418 94,148 100.0 46.7 8.8 24.8 10.3 9.4
17 1,039,570 451,962 90,531 272,547 117,271 107,259 100.0 43.5 8.7 26.2 11.3 10.3
18 1,073,650 473,838 92,609 272,170 125,187 109,847 100.0 44.1 8.6 25.3 11.7 10.2
19 1,102,945 497,665 92,910 269,080 132,007 111,282 100.0 45.1 8.4 24.4 12.0 10.1
20 1,145,913 523,840 93,408 269,362 137,733 121,570 100.0 45.7 8.2 23.5 12.0 10.6
21 1,270,588 563,061 99,592 289,166 146,790 171,978 100.0 44.3 7.8 22.8 11.6 13.5























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ファクター ウエイト（％） 評価レベル 最高得点計
4大ファクター12サブファクター 100.0 1,000


































































（4）労働環境 18.0 レベル1レベル2レベル3 － 180
10.転居を伴う転勤可能性
11.労働環境の不快さ
12.労働時間の不規則性
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注 1）職務評価点の最高点は1000点。最低点は340点である。
2）評価レベルは「仕事関連の知識技能」のみ4段階である。
出所）禿（2010）p.92
（2） 賃金制度設計の発想の転換
「典型的正社員」基準の減点主義から同一基
本給プラス加点主義の賃金体系へ
戦後，日本の賃金制度は，「典型的正規雇用」，
「男性稼ぎ主」規範を体現した「典型的正社員」を
対象に，その「働き方」を賃金決定の基準として構
築されてきた。賃金制度は，必然的に，男性正社員
を対象とした長期雇用慣行と長期的人材育成に適合
した制度（職能給制度）として，「男性稼ぎ主」の家
族扶養を可能とする賃金水準を想定して，設計され
てきた。この賃金制度の下では，非正規労働者は，
「典型的正規雇用」の要件を満たさない存在として，
有期契約である，労働時間が短い，仕事が異なる，
異動がないこと等々は，正社員基準からの逸脱，正
社員賃金からの減点要素と評価され，賃金の大幅な
減額を「正当化」されてきた。
正規非正規労働者間の賃金の均等待遇を実現す
るためには，こうした「典型的正社員基準の減点主
義」による賃金決定から脱却しなければならない。
求められるのは，賃金制度設計の発想の転換である。
転換の方向は，「同一基本給プラス加点主義の賃
金体系」への移行である（表6）。すなわち，「同一
価値労働同一賃金による基本給＋合理的理由のある
加給」から成る賃金制度への転換である。「同一価
値労働同一賃金による基本給」の決定は，すでに表
4，表5で示したところである。この基本給の水準
は，社会保障制度の充足状況を考慮して標準的生活
保障給レベルを確保することが肝要である。他方，
「合理的理由のある加給」とは，勤務地の移動に対
して支給する相応の「転勤手当」や，時間外労働に
対して労働基準法の規定を最低基準として支給する
「割増賃金」等々である。
こうした正規非正規労働者間に同一の基本給体
系を採用している企業事例については，『「多様な
形態による正社員」に関する研究会報告書』も紹介
している。例えば，「多様な正社員」の賃金決定に
当たって，「勤務地限定区分について，基本給はい
わゆる正社員と同水準としつつ勤務地手当の適用に
差を設けている例，労働時間を選択できるようにし
ている企業で，時間給ベースで『同一職務同一賃金』
を徹底している例」（「多様な形態による正社員」に関
する研究会 2012pp.1415）などである21。
おわりに
「男女共同参画社会基本法」が21世紀型社会ビジ
ョンとして男女共同参画社会の形成を掲げてから
10数年が経過した。グローバル化を背景とした日
本経済の苦境のなかで，図らずも生活経済における
男女共同参画が進み，2011年現在，雇用者世帯の
なかで夫婦共稼ぎ世帯は6割近くにのぼっている22。
これからの世帯類型の主流がdouble-incomewith
kidsにあることは衆目の一致するところである。
非正規労働者が，正規労働者との均等な賃金処
遇を得るためには，「勤務地業務内容労働時間
が無限定な働き方」，「範囲を問わない人事異動＋労
働時間のフレキシビリティ」が求められる現状の雇
用賃金システムは，double-incomewithkidsの
家族の生活経営と相反するものである。ワークラ
イフバランス，ディーセントワークと調和する
雇用賃金システムの構築こそが求められている。
均等待遇原則の上に立つ男女共同参画社会の形成に
とって，その中核をなす同一価値労働同一賃金原則
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21「多様な形態による正社員」に関する企業事例については，次のURLに掲載されている「ヒアリング好事例」で参
照できる。http:/www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r985200000260c2.html（2012/11/12）
22 厚生労働省「労働力調査（基本集計）2011年」によれば，夫が雇用者である世帯において妻も雇用者である夫婦共
稼ぎ世帯は987万世帯（57％），一方，妻が非労働力人口である夫片稼ぎ世帯は743万世帯（43％）である。
表6 同一基本給プラス加点主義の賃金体系
同一価値労働同一賃金による基本給 ＋ 合理的理由のある加給
（正社員多様な正社員非正社員に適用
賃金水準＝標準的生活保障給）
（勤務地の異動＝転勤手当，
時間外労働＝割増賃金…等々）
の実施は猶予を許さない課題である23。
参考文献
石田光男口純平（2009）『人事制度の日米比較成果
主義とアメリカの現実』ミネルヴァ書房
小倉祥子（2010）「販売加工7部門の職務の価値と賃金」
森浅倉編（2010），pp.102123
禿あや美（2010）「販売加工職の職務評価システム」森
浅倉編（2010），pp.89101
Gunderson,Morle（1994）ComparableWorthandGen-
derDiscrimination:AnInternationalPerspective.
Geneva:InternationalLabourOffice.（邦訳 法政
大学日本統計研究所 杉橋居城伊藤訳 1995
『コンパラブルワースとジェンダー差別国際的視
角から』 産業統計研究社）
小林良暢（2009）『なぜ雇用格差はなくならないのか正
規非正規の壁をなくす労働市場改革』日本経済
新聞出版社
「多様な形態による正社員」に関する研究会（2012）『「多
様な形態による正社員」に関する研究会報告書』
非正規雇用のビジョンに関する懇談会（2012）『望ましい
働き方ビジョン』
水町勇一郎（2011a）「『格差』と『合理性』非正規労働
者の不利益取扱いを正当化する『合理的理由』に関
する研究」『社会科学研究』62巻 34号合併号 pp.
125152
水町勇一郎（2011b）「『同一労働同一賃金』は幻想か？
正規非正規労働者間の格差是正のための法原則
のあり方」（経済産業研究所 RIETIDiscussionPaper
Series11-J-059，
URL:http:/www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/
11j059.pdf）。後に，鶴光太郎口美雄水町勇一
郎編著『非正規雇用改革日本の働き方をいかに変
えるか』日本評論社 2011年に所収。
森ます美（2005）『日本の性差別賃金同一価値労働同一
賃金原則の可能性』有斐閣
森ます美（2011）「『価値の承認』『資源の配分』の実証
研究ペイエクイティ研究の意義」大沢真理編
『ジェンダー社会科学の可能性第2巻 承認と包摂へ
労働と生活の保障』岩波書店，pp.6388
森ます美（2012）「今日の『均等均衡待遇政策』論議へ
の批判同一価値労働同一賃金原則の実施に向けて」
『女性労働研究』56号，pp.728
森ます美浅倉むつ子編（2010）『同一価値労働同一賃金
原則の実施システム公平な賃金の実現に向けて』
有斐閣
八代尚宏（2009）『労働市場改革の経済学正社員「保護
主義」の終わり』東洋経済新報社
労働政策研究研修機構（2011）『雇用形態による均等処
遇についての研究会報告書』
（もり ますみ 福祉社会学科）
―34―
23 日本において同一価値労働同一賃金原則を男女間／正規非正規間に適用し，実行するために必要な労働法制の改
正と実施システムについては森ます美浅倉むつ子編（2010）の「第9章 日本の賃金差別禁止法制と紛争解決シ
ステムへの改正提案」（浅倉）および「第10章 日本における同一価値労働同一賃金原則の実施システムの構築」
（森）を参照されたい。
